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目的 本研究は，がん患者の休職関連要因および QOL を明らかにし，わが国のがんと就労の問題

に対する示唆を得ることを目的とする。

方法 北海道内で通院治療中の成人がん患者（20～64歳）に，自記式質問票による調査を実施した。

調査項目は基本属性，がん関連属性および QOL（SF-12v2 日本語版）とした。

就労者を休職群と仕事継続群に分類し，QOL は 8 下位尺度とこれらから集計した 3 つのコ

ンポーネントサマリーを比較検討した。各がん関連因子に対する休職の有無の関連について，

基本属性の傾向スコアを算出して調整変数とし，このスコアを休職の有無とともに独立変数へ

投入することで，がん関連属性に対する休職の有無をロジスティック回帰分析または重回帰分

析を用いて検討した。

結果 有効回答が得られた147人のうち就労者は79人で，このうち休職群が29人（36.7），仕事継

続群が50人（63.3）であった。休職関連要因について傾向スコアを用いたロジスティック回

帰分析にて解析した結果，「告知から 6 か月未満」における休職群のオッズ比は「6 か月以上」

に対し17.9倍高いことが示された（P＝0.001）。また，「手術を受けていない者」は「手術を受

けた者」よりもオッズ比が3.9倍高くなる傾向が示された（P＝0.011）。

休職群の QOL は，8 項目中 7 項目で国民標準値よりも低値を示した。仕事継続群との比較

ではすべての項目で休職群の平均値が低く，このうち 6 項目は有意な低値を認め，とくに日常

役割機能（身体・精神）に顕著であった。休職群のコンポーネントサマリーは，仕事継続群よ

りも役割/社会的側面（RCS）および身体的側面（PCS）のスコアが有意に低値であった。

結論 就労中のがん患者を休職群と仕事継続群に分け，休職関連要因および QOL を検討した。そ

の結果，休職群は「がん告知から 6 か月未満」および「手術を受けていない者」が関連してお

り，さらに休職群の QOL は仕事継続群に比して低く，とくに身体的側面（PCS）と役割/社

会的側面（RCS）が低いことを認めた。以上から，がん患者の就労支援には，これらの特性

に配慮することが必要であることが示唆された。
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 緒 言

日本において，がんは1981年以来死因の第 1 位で

あり，2018年には死亡者数が37万人を超え，今後も

高齢者を中心に死亡数は増加するとみられる1)。ま

た2014年における20歳から64歳までのがん罹患者数

は約24万人と推計され，約 3 人に 1 人が就業可能年

齢でがんに罹患している2)。

一方，がん医療の進歩に伴い，わが国における全

がんの 5 年相対生存率は確実に改善傾向にあり，

「がんになっても安心して暮らせる社会の構築」の

重要性が増している3)。このような背景から，2012

年 6 月に閣議決定された第 2 期がん対策推進基本計

画では，「働く世代へのがん対策の充実」を重点課

題に掲げ，適切な医療や支援により社会とのつなが

りを維持し生きる意欲を持ち続けられるような社会

づくりを目指すことが明記された。

がんと就労の問題に関して，「2013年がん体験者

の悩みや負担感に関する意識調査｣4)によると，が

んの罹患により依願退職した者は約30，休職中の

者は約 9，自営業者では約14が廃業，約 8が
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休業中であり，2003年に実施された第一次調査5)か

らほとんど変化していない。

がんになっても安心して暮らせる社会の構築に

は，がん患者に対する就労支援は重要である。とく

に休職中の者は職場復帰が不透明な状態にあること

から，就労支援の対象者として重要であると考えら

れるが，我が国でこれらを対象に検討した報告は見

当たらない。

そこで本研究は，がん患者の休職関連要因および

QOL を明らかにし，わが国のがんと就労の問題に

対する示唆を得ることを目的とする。就労中の者は

社会や家庭で中心的な役割を担う立場にあり，がん

の罹患は本人のみならず家族や社会にも大きな影響

を及ぼす3)ことから，この世代に役立つ示唆を得る

ことは重要な意義があると考える。

 研 究 方 法

. 研究対象

本研究は，北海道の「がん診療連携拠点病院」

（以下，拠点病院という）および「がん診療連携指

定病院」（以下，指定病院という）にて通院で治療

を受けている，20歳から64歳のがん患者を対象とし

た。調査協力の依頼は，2015年 4 月 1 日時点におけ

る北海道の拠点病院20施設と指定病院21施設の合計

41施設に行った。

. 調査方法

医療機関への協力依頼は，各病院の看護部責任者

に電話と文書で行い，了承が得られた施設に調査票

を郵送した。調査票の配布部数は，拠点病院に各20

部（がん化学療法・放射線療法に各10部），指定病

院に各10部（放射線療法は指定要件に含まれていな

いためがん化学療法のみ）として，2015年 9 月～12

月に調査を行った。調査の実施は，協力医療機関に

て主治医又は看護師が選択した患者に対し，各施設

の担当職員または著者が調査票一式を患者に手渡し

た。倫理的配慮として，個人や医療機関は特定され

ないこと，参加は自由であり不参加の場合も不利益

はないことを研究協力依頼書に明記し，口頭でも説

明した。調査票の回収は郵送法とし，返信をもって

研究協力に同意を得られたものとした。

回収された質問票から就労者を抽出し，さらに休

職中の者と仕事継続中の者に分けてこれらを分析対

象とした。

本研究では，「就労者」を会社員，公務員，団体

職員，ならびに農林水産業等に従事する正規雇用，

非正規雇用およびパートタイム労働者および自営業

と定義し，そのうち調査時点において治療等のため

に仕事を休止している状態のものを休職者とした。

本研究は，旭川医科大学倫理審査委員会の承認

（承認番号15040，2015年 7 月27日），および調査協

力医療機関の倫理規定に基づいて実施した。

. 調査内容

本研究における質問項目のうち，基本属性として

性別，年齢，就業および休職の有無，婚姻歴，子

供，同居者の有無の 6 項目，がん関連属性としてが

ん告知からの経過期間，手術の有無，外来治療の内

容（がん化学療法，放射線療法），再発・転移の有

無の 4 項目とした。

QOL の測定は，健康関連 QOL 尺度である SF-

12v2 日本語版を用いた。SF-12v2 は SF-36（The

Medical Outcomes Study36-Item Short Form Health

Survey）バージョン 2 日本語版の短縮版で，信頼性

と妥当性が検証されている6)。これは12の質問項目

により 8 下位尺度（1. 身体機能PF，2. 日常役割

機能（身体）RP，3. 体の痛みBP，4. 全体的健

康観GH，5. 活力VT，6. 社会的役割SF，7.

日常役割機能（精神）RE，8. 心の健康MH）

と，因子構造に基づいてコンポーネントサマリーが

算出される。コンポーネントサマリーは，【身体的

側面】（PCS: Physical component summary），【精神

的側面】(MCS: Mental component summary）およ

び【役割/社会的側面】（RCS: Role/Social compo-

nent summary）について得点が示される。いずれ

も得点が高いほど健康状態が良好であることを示す。

. 解析方法

休職群と仕事継続群の基本属性およびがん関連属

性の比較は，カイ二乗検定，Student の t 検定また

は Mann-Whitney U 検定を行った。各がん関連因

子に対する休職の影響は，はじめに休職の有無に対

して基本属性を共変量に投入したロジスティック回

帰分析から傾向スコアを算出し，この値を調整因子

として休業の有無とともに独立変数へ投入すること

で，がん関連属性に対する休業の有無をロジス

ティック回帰分析または重回帰分析を用いて検討し

た。

SF-12v2 の 8 下位尺度得点および 3 コンポーネン

トサマリー得点は，SF-12v2 専用スコアリングプロ

グラムソフトを用い国民標準値に基づいたスコアリ

ング（norm-based scoring: NBS）による変換を行っ

た。QOL 得点の比較には Student の t 検定を用い

た。統計解析は SPSS version 23.0を用い，有意水

準を 5とした。

 研 究 結 果

. 対象者の概要

調査を依頼した医療機関41施設のうち，携拠点病
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表 対象者の基本属性

全 体 休職群 継続群 P 値

人数 79 29 50

年齢（平均±SD) 52.3±7.89 52.3±8.38 52.3±7.68 P＝0.972a

年齢区分 人数（) 人数（)

3039歳 5( 6.3) 3(10.3) 2( 4.0)

P＝0.278b
4049歳 27(34.2) 7(24.1) 20(40.0)

5059歳 28(35.4) 13(44.8) 15(30.0)

6064歳 19(24.1) 6(20.7) 13(26.0)

性別

男 33(41.8) 12(41.4) 21(42.0)
P＝0.957b

女 46(58.2) 17(58.6) 29(58.0)

婚姻歴

あり 63(79.7) 25(86.2) 38(76.0)
P＝0.277b

なし 16(20.3) 4(13.8) 12(24.0)

子供

あり 56(70.9) 23(79.3) 33(66.0)
P＝0.209b

なし 23(29.1) 6(20.7) 17(34.0)

同居者

あり 68(86.1) 26(89.7) 42(84.0)
P＝0.737b

なし 11(13.9) 3(10.3) 8(16.0)

at 検定 bカイ二乗検定

表 がん関連属性

全 体 休職群 継続群 P 値

人数 79 29 50

告知からの経過（月)
(中央値) 12 6 14 P＝0.001a

告知からの経過区分 人数() 人数（)

6 か月未満 15(19.1) 13(44.8) 2( 4.0)

P＝0.000b

6 か月以上 1 年未満 21(26.6) 6(20.7) 15(30.0)

1 年以上 2 年未満 19(24.0) 6(20.7) 13(26.0)

2 年以上 3 年未満 10(12.6) 0( 0) 10(20.0)

3 年以上 14(17.7) 4(13.8) 10(20.0)

治療

がん化学療法 52(65.8) 16(55.2) 36(72.0)
P＝0.216b

※未回答は
除外

放射線療法 17(21.5) 6(20.7) 11(22.0)

併用 8(10.1) 5(17.2) 3( 6.0)

未記入 2( 2.5) 2( 6.9) 0( 0)

手術

あり 57(72.2) 16(55.2) 41(82.0)

P＝0.007bなし 20(27.3) 13(44.8) 7(14.0)

予定あり 2( 2.5) 0( 0.0) 2( 4.0)

再発・転移

あり 39(49.4) 13(44.8) 26(52.0)
P＝0.539b

なし 40(50.6) 16(55.2) 24(48.0)

aMann-Whitney U test bカイ二乗検定

P＜0.001, P＜0.001
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院10施設および指定病院13施設から了承が得られ

た。配布した調査票330部のうち178人から回答が得

られ（回収率53.9），このうち QOL 尺度に欠損

値がない147部を有効回答とした（有効回答率

44.5）。

本研究では無職の者を対象から除外し，就労者79

人のデータを分析対象とした。就労者のうち休職中

の者は29人（36.7），仕事を継続中が50人（63.3）

であった。

. 対象者の属性

基本属性の結果を表 1 に示す。対象者の平均年齢

は52.3±7.89歳，性別は男性33人（41.8），女性46

人（58.2），婚姻有りは63人（79.7），子供有り

は56人（70.9），同居者有りは68人（86.1）で

あった。休職群と仕事継続群の間には，いずれの変

数も有意差はみられなかった。

がん関連属性の結果を表 2 に示す。全対象者のが

ん告知からの経過期間の範囲は 1 か月から13年で，

中央値は12か月であった。告知からの経過期間を 6

か月，1 年，2 年および 3 年で区切りそれぞれの人

数を比較した。その結果，「6 か月未満」15人

（19.1），「6 か月以上 1 年未満」21人（26.6），

「1 年以上 2 年未満」19人（24.0），「2 年以上 3 年

未満」10人（12.6）および「3 年以上」14人

（17.7）で，2 年未満の者が全体の 7 割を占めて

いた。各期間の人数に統計的有意差はみられなかっ

た（x2＝4.734, P＝0.327）。調査時の治療は，がん

化学療法が52人（65.8），放射線療法が17人

（21.5），これらの併用が 8 人（10.1）であった。

手術を受けた者は57人（72.2），再発・転移があ

る者は39人（49.4）であった。

休職群と仕事継続群との比較では，がん告知から

の経過期間（中央値）は仕事継続群の14か月に対し

休職群は 6 か月と有意差が認められ（Mann Whit-

ney U, P＝0.001），同様に経過区分も差を認めた

（x2＝23.126, P＜0.001）。x2 検定による区分ごとの

比較では，「6 か月未満」（調整済み残渣4.5，P＜
0.001）および「2 年以上 3 年未満」（調整済み残渣

2.6，P＜0.01）で差が認められた。

手術を受けた者の割合は，仕事継続群が82で

あったのに対し休職群は55と有意に低い割合で

あった（x2＝9.881, P＝0.007）。

. 休職群の関連要因

がん関連属性の比較において，休職群は「告知か

ら 6 か月未満」の割合が多かったことから，告知か

らの期間を 6 か月で区分した二値変数として以後の

検討に用いた。

休職関連要因は，休業の有無に対する基本属性の

傾向スコアを調整因子として，がん関連属性に対す

る休業の有無をロジスティック回帰分析または重回

帰分析を用いて検討した。その結果，休職群のオッ

ズ比は，「告知から 6 か月未満」が「6 か月以上」

に対して17.9倍高く（P＜0.001），「手術を受けてい

ない者」は「手術を受けた者」よりも3.9倍高いこ
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表 がん関連属性に対する休業の影響

(n＝79)

がん関連要因 オッズ比

EXP(B)の
95信頼区間 有意確率

下限 上限

告知 6 か月 17.91 3.55 90.4 ＜0.001

がん化学療法/
放射線療法

1.934 0.73 5.1 0.184

手術の有無 3.948 1.37 11.3 0.011

再発転移の有無 1.219 0.48 3.1 0.679

傾向スコアに投与した因子性別，年齢，婚姻の有無，

子どもの有無，同居の有無

表 QOL 下位尺度の比較

国民標準値との比較※

群間比較※2

休業群（n＝29) 継続群（n＝50)

PF 42.0±14.4b 48.0±13.9 P＝0.071

RP 33.1±9.3b 42.5±11.0b P＜0.001

BP 39.6±12.1b 46.6±12.5a P＝0.018

GH 45.8±10.5a 51.5±7.7 P＝0.014

VT 47.9±7.8 51.9±8.6 P＝0.042

SF 42.8±12.0b 47.2±10.0 P＝0.081

RE 36.2±10.3b 47.5±10.6 P＜0.001

MH 45.8±11.0a 50.7±8.2 P＝0.026

Norm-based ScoringNBS（国民標準値に基づいたス

コアリング)，国民標準値は50±10点

PF身体機能，RP日常役割機能（身体)，BP体の

痛み，GH全体的健康感，VT活力，SF社会役割

機能，RE日常役割機能（精神)，MH心の健康
※ t 検定 a P＜0.05, b P＜0.01
※2 t 検定 P＜0.05, P＜0.001

表 QOL コンポーネントサマリー国民標準値との

比較

休業群（n＝29) 継続群（n＝50)

身体的側面 41.2±13.4 47.1±12.0

精神的側面 52.1±10.3 53.9±7.1

役割/社会的側面 36.1±11.1 44.3±10.4

※NBS (Norm-based Scoring)国民標準値に基づいた

スコアリング

国民標準値は50±10点

身体的側面PCS，精神的側面MCS，役割/社会的

側面RCS

t 検定 P＜0.05, P＜0.01

図 QOL コンポーネントサマリー群間比較
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とが示された（P＝0.011）。一方，治療の違いおよ

び再発・転移の有無には有意な関連を認めなかった

（表 3）。

. QOL 得点の比較

本研究における SF-12v2 の 8 下位尺度の値を国民

標準値と比較した結果，仕事継続群では RP と BP

のみが低値であったのに対し，休職群の QOL は

VT を除くすべての項目で国民標準値よりも低値を

示していた。一方，休職群と仕事継続群の比較で

は，休職群は RP, BP, GH, VT, RE および MH の

6 項目で仕事継続群に対して統計的に有意な低値を

示し，残りの 2 項目（PF, SF）も有意差は得られな

かったが，低値を示す傾向を認めた（P＜0.1）（表

4）。

コンポーネントサマリーの国民標準値との比較

（表 5）では，【役割/社会的側面】と【身体的側面】

は休職群と仕事継続群の両群共に国民標準値の平均
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値である50より有意に低値を示したが，【精神的側

面】は両群とも国民標準値よりも高い値であり，と

くに仕事継続群は統計的にも有意であった（P＝
0.006）。

休職群と仕事継続群の比較（図 1）では，【役割/

社会的側面】（P＝0.001）と【身体的側面】（P＝
0.047）は休職群が仕事継続群に対し有意な低値を

示したが，【精神的側面】には差がみられなかった。

 考 察

. 休職の要因

本研究は，通院治療中のがん患者の休職関連要因

と QOL に着目し分析を試みた。

その結果，がんの告知から 6 か月未満の者に休職

者が多いことが示された。西田はがん患者の仕事と

治療の両立に関する実態調査7)において，がんと診

断された，またはがんと疑われた非常に早い段階で

就労者は離職を考えたり実際に離職していることを

報告しているが，本研究の結果は休職者においても

離職者と同様の傾向を示していた。

がんと診断された当時は今後の治療方針，治療に

要する時間，治療による身体への影響の程度や仕事

への支障など仕事を継続できるかの判断材料に乏し

く4)，患者の 6 割が医療者に対して治療のスケ

ジュールや起こりうる副作用の情報を早めに教えて

欲しいと望んでいたことから7)，がん告知から早い

段階が休職に関連する可能性としてこれらに対する

情報不足があると考えられた。

「手術を受けていない者」と休職の関連についは，

手術を受けていないことが臨床進行度に関与してお

り，重症であるため休職に至っている可能性もある

が，本研究結果からがん患者の再発・転移と休業と

の関連は認められなかった。近年は集学的治療の進

歩による手術前化学療法や緩和的手術も行われてい

ることから，臨床進行度との関連はさらに詳細な検

討が必要である。

. 休職者の QOL
本研究において休職群は継続群に比して QOL が

低いことが認められた。とくに日常役割機能に関わ

る身体面および精神面は仕事継続者より顕著な低値

を示したことから，休職中のがん患者の QOL 低下

は，日常生活機能の変化が影響する可能性があると

考えられた。磯見らの報告では，外来通院している

消化器系がん患者に行った調査において，女性や無

職の者はとくに日常生活での役割機能が心身両面で

機能が思うように果たせないと感じている8)として

いることから，本研究結果においても，日常役割機

能はがん患者のQOLの重要な指標になり得ると考

えられた。

QOL のコンポーネントサマリーでは，休職群は

仕事継続群に対し，身体的側面および役割/社会的

側面で低値を認めた。古村らは，日本人は進行がん

患者において，男女を問わず，治療中または治療後

を問わず仕事を重視しており，欧米人に比べて仕事

を生きがいとする傾向が強いと述べている9)。東京

福祉保健局がん患者の就労等に関する実態調査10)で

は，退職していないがん患者の 9 割が仕事を続けた

いと回答し，退職者においても 7 割が就労継続を希

望していた。その理由として，6 割の者が「働くこ

とが自身の生きがい」であると回答していた。これ

らは，仕事ががん患者の精神的支えになっているこ

とを示唆しており，それ故，休職が自己の役割や社

会的つながりの喪失をもたらし QOL 低下に影響を

及ぼし得ると考えられた。

QOL の身体的側面について，本研究はがん化学

療法や放射線治療，さらに転移の有無の割合におい

ても休職群と仕事継続群の間に差はみられなかっ

た。しかし，化学療法や放射線療法等の治療を受け

ているがん患者の多くは，治療に伴うつらい症状や

外見の変化など身体影響が仕事の継続に支障をきた

しているとの問題が指摘されていることから11)，休

職に関しても身体的側面からのより詳細な検討が必

要であると考えられた。

QOL の精神的側面は，仕事継続の有無で差を認

めなかったものの，仕事継続群では国民標準値に比

べて有意に高値を示していた。がん患者の QOL の

精神的側面は，国内外で報告された様々ながん種や

病期においても同様の傾向が示されている12～18)。

これらから，QOL の精神的側面はがんによる影響

を受けにくい側面があると考えられるが，詳細につ

いては今後の研究で明らかにする必要がある。

. がん患者の就労支援

本研究の結果から，とくにがん告知からの早い段

階と手術を受けていない患者に対する就労支援は，

復職機会の増加や離職防止に役立つ可能性がある。

2018年 3 月に策定された第 3 期がん対策推進基本

計画19)は，3 年以内に「治療と仕事両立プラン（仮

称）」の開発と活用を目標に掲げている。がん患者

における休職者の検討は，復職機会の増加や離職防

止に向けた支援の示唆を得るとともに，がん患者の

QOL 向上においても重要であると考えられた。

一方で，休職中の者は職場に休職を定めた制度が

ある，または取得できる職場環境があるというポジ

ティブな解釈もできる。本研究では患者本人の要因

に絞って検討したが，今後はさらに職場環境や休職

取得理由なども含めた検討を行うことが，がん患者
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の就労支援対策に必要と考えられる。

. 本研究の限界

本研究の限界として，第一に本研究は横断研究で

あり，休職とQOL の因果関係を特定することはで

きない。

第二に，サンプリングバイアスの問題として，協

力医療機関の主治医又は看護師が選択した患者に対

して調査を行った。そのため対象が無作為化されて

おらず，調査対象が偏っている可能性がある。

 結 語

本研究は，がん患者における休職関連要因と

QOL を検討し，以下の結果が得られた。

1. がん患者の休職群の QOL は仕事継続群より

低く，とくに身体的側面および役割/社会的側面の

低値が観察された。

2. 休職の関連要因に，がん告知からの期間が短

いこと（6 か月未満），および手術を受けていない

者が示唆された。

3. がん告知から早い段階と手術を受けていない

患者に対する就労支援は，復職機会の増加や離職防

止につながる可能性が考えられた。

4. 本研究は，働く世代のがん患者における休職

関連要因および QOL を量的に明らかにし，就労支

援に役立つ示唆を得たという点で意義がある。

本研究の実施にあたり，調査票にご記入いただきまし

た対象者の皆様，北海道内のがん診療連携拠点病院およ

びがん診療連携指定病院の関係者の皆様に深謝いたしま

す。

本研究に関して，開示すべき COI 状態はありません。
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Sick leave-related factors and quality of life in Japanese working cancer patients

receiving outpatient treatment

Kaori KODAMAand Toshihiro ITO2

Key wordsworkers, cancer, adult, sick leave, quality of life, SF-12v2

Objective This study aimed (1) to clarify sick leave-related factors in Japanese working cancer patients

receiving outpatient treatment and (2) to assess quality of life (QOL) in this group of patients.

Methods A survey was conducted using a questionnaire designed for adult cancer patients aged 20 to 64

years who were currently receiving outpatient treatment and living in Hokkaido. The questionnaire

was used to collect data on basic characteristics, cancer-related factors, and QOL (SF-12v2,

Japanese edition). To clarify the factors related to sick leave, we ˆrst calculated the propensity score

using logistic regression analysis. The presence or absence of sick leave was the dependent variable,

and the basic attributes were the covariates. We then analyzed each variable with signiˆcant diŠer-

ences in basic and cancer-related attributes as an independent variable using binomial logistic

regression analysis. Quality of life was evaluated by comparing scores on the eight subscales and

three component summaries of the SF-12v2.

Results There were a total of 147 respondents, of which 79 were included in this study. They were classi-

ˆed into two groups: the leave group (29, 36.7) and the work continuation group (50, 63.3).

The logistic regression analysis with propensity score adjustment showed that taking leave were as-

sociated with patients who were less than 6 months since cancer diagnosis (odds ratio＝17.9, P＜

0.001) and patients who had not undergone surgery (odds ratio＝3.9, P＝0.011). The QOL scores

of the leave group were lower than those of the Japanese national sample in seven out of the eight

subscales, and there was a signiˆcant decrease in the six items for the work continuation group. In

particular, two role functioning dimensions―physical and emotional―were remarkably decreased.

In the analysis of component summary scores, it was found that QOL scores of cancer patients were

lower for the role component summary (RCS) and physical component summary (PCS) compared

with the national samples; however, mental component summary scores showed an increasing

trend. The leave group had signiˆcantly lower RCS and PCS scores compared with the work con-

tinuation group.

Conclusion We surveyed Japanese working cancer patients and analyzed sick leave-related factors and

QOL in that population. We found that having less than 6 months since cancer diagnosis and not

having undergone surgery were highly related to leave, and QOL scores (RCS and PCS) were low.

The results of this study indicate that Japanese working cancer patients need to be provided with

support that is based on their speciˆc characteristics.
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